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原子力発電所において安全文化の醸成は重要な課題である。IAEA[1]は、安全文化の自己評価を「安全文

化を強化するための包括的なアプローチの一部」と位置付け、その必要性を指摘している。本検討では、

安全文化の自己評価のための情報収集の一方策として、質問紙の試作を行った。 
 

キーワード：安全文化，セルフアセスメント，健全な安全文化の特性 
 

1. 緒言 

安全文化の自己評価の方法の一つは、広く深く多様なデータを収集し、それを基に専門部署や専門家が

評価を実施するというものである。そのような方法は、例えば IAEA[1][2]に示されている。一方、現場の職

員が自ら組織の安全文化を見つめ、継続的な改善につなげる機会を増やすことも、安全の向上にとって重

要である。そこで本検討では、比較的簡便に自分の組織を自ら評価する方策を検討する。一般に、文化評

価の手順は、(1) 評価のための情報収集、(2) 収集された情報を基にした文化評価、に整理できるが、本検

討では(1)の情報収集の一方策として、自由記述形式による質問紙の試作を行った。 

2. 方法 

A 社の事業所における安全文化評価は、まず各部署の役職者が自部署の評価を行い、その評価結果等の

情報を基に、同事業所に所属する評価担当者が事業所全体の評価を行うという手順で行われている。役職

者による評価結果は、事業所全体の評価のための情報の一つであるため、これが充実することによって、

評価担当者はより適切な評価を行うことができると考えられる。そこで、役職者が自部署を評価するため

の簡便な方法として質問紙の作成を行った。なお、質問紙調査による文化評価は困難とされるが、評価担

当者は、質問紙の回答者である役職者と同じ事業所に属しているため、役職者の回答の意図を解釈し、評

価のための情報として活用することが可能と考えられる。質問紙は 3 回の試行を通して作成した。質問項

目は、INPO による「健全な原子力安全文化の特性[3]」に挙げられた「特性」を提示し、まず現状とのギャ

ップの有無をたずねた。更にその背景の情報までを得るため、ギャップがある理由やギャップがないと

判断した根拠等の記載を求める項目などで構成した。回答は全て自由記述で求めた。作成した質問紙

は、A 社の役職者（N=5）による試行を実施し、4 人から回答を得た。 

3. 結果と考察 

分析の結果、文化評価は現状（現在の仕事の仕方）に対して、いわゆるダブルループ的な見方をするこ

ととも言えることを再確認し、それを実行するためには少なくとも文化に対する知識や評価経験等が必要

になる等の示唆を得た。詳細な内容については当日報告する。 
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